
         

保福第 268－１号 

令和７年８月 28 日  

  

 関係医療機関の長 様 

 

鹿児島県保健福祉部保健医療福祉課長 

 

地域医療構想の取組の推進に向けた調査について（依頼） 

   
 

本県医療行政の推進につきましては，かねてから御協力いただき御礼申し上

げます。 

さて，今般，厚生労働省より， 2040 年頃を見据えた新たな地域医療構想の策

定や取組の推進に向けて，医療機関の連携・再編・集約化の取組状況等を把握す

るための調査依頼がありました。 

つきましては，今後，病床削減・機能転換・再編等を行う予定のある医療機関

におかれましては，別紙１「『地域医療構想の取組の推進に向けた調査』に関す

るＱＡ」及び別紙２「『地域医療構想の取組の推進に向けた調査について』調査

票の記載要領」を御確認の上，別紙３「【様式】地域医療構想の取組の推進に向

けた調査」を令和７年９月 19 日（金）正午（厳守）までに御提出くださるよう

お願いします（病床削減・機能転換・再編等を行う予定がない場合は，提出は不

要です）。 

 

記 
 

１ 調査目的 

  2040 年頃を見据えた新たな地域医療構想の策定や取組の推進に向けて，医

療機関の連携・再編・集約化の取組状況等を把握するもの 

 

２ 提出方法 

「【様式】地域医療構想の取組の推進に向けた調査」を以下のアドレス宛

にメールにて御提出ください。メール送付後は，必ず各担当窓口にお電話で

御連絡ください。 

 

３ その他 

  国依頼文において「本調査の回答については，必要に応じて今後の予算要求

等にも活用する可能性があり，また，その交付の前提となる可能性もありま

す」との記載がありますが，今回調査は事業活用希望調査ではないことについ

て国に確認しています。 

 

メール送信先アドレス及び連絡先（お問合せ先） 

保健福祉部保健医療福祉課医療政策係 担当：工藤 

メールアドレス：iryokaikaku-iryoseisaku@pref.kagoshima.lg.jp 

電話番号：099-286-2738 

mailto:iryokaikaku-iryoseisaku@pref.kagoshima.lg.jp


令和７年８月 25 日時点 

令和７年８月 26 日訂正 

 

「地域医療構想の取組の推進に向けた調査」に関するＱＡ 

 

問１ 様式１の「令和４～６年度の赤字額」について、先般の病床数適正化

支援事業において各医療機関が記載していた数値と異なっていても問題な

いか。 

答．差し支えない。  

 

問２ 様式１の「入院医療の継続の有無」について、削減した後に残った病

床が全て休床である等、事実上入院医療を継続しない場合は、どのように

回答したらよいか。 

答．調査時点において事実上入院医療を継続しないことが判明している場合は

「無」と回答いただきたい。 

 

問３ 様式４「他医療機関との再編等の状況」について、どこまで調整が終

了しているものを記載すればよいか。 

答．各医療機関において、令和９年３月末までに再編等を行う旨の検討が進ん

でいるものがあれば、調整の状況によらず幅広に記載いただきたい。 

 

問４ 病床削減等について、提出時点で確定していないが調整・検討してい

るものについても記載してよいか。 

答．各医療機関が調査票を提出する時点において、調査要領に示す期間内に、

各医療機関で病床削減等を実施する予定として調整・検討しているものも含

めて、幅広に記載いただきたい。 

 

問５ 本様式では、病床削減によって「感染症協定締結の確保病床数」を減

らすのか確認できないが、様式の改定等予定しているのか。 

答． 感染症協定締結の確保病床については、都道府県によっては個別病床と紐

付けていないと承知している。このため、削減する病床と感染症協定締結の

確保病床が紐付けられない医療機関もあるため、本調査では該当の有無のみ

を確認する形としている。都道府県において、個別に把握できる場合は把握

に努められたい。 

 

 

 



 

問６ 病床数適正化支援事業において、申請した一部のみしか給付金が出て

いない病床（※）がある医療機関は、本調査による「今後削減を予定して

いる医療機関」として回答してよいか。 

※例えば、100 床の申請を行ったが、10 床分の給付金のみが給付された場

合の、残りの 90 床。 

答．回答してよい。記載要項に記載の基準日以後に削減又は削減を予定してい

る医療機関に回答いただきたい。 

 

問７ 様式２、３、４に該当がない医療機関は調査票の提出は不要という認

識でよいか。 

答．認識のとおり、様式２、３、４に該当する医療機関が、様式１及び該当す

る様式を提出する形でご対応いただきたい。 

 

問８ 様式２について、入院料を複数算定している病床を有する医療機関も

あるが、その場合、当該病床についてはどのように記載すればよいか。 

答．削減予定の病床で算定している入院料について記載いただき、入院料を複

数算定している場合は主な入院料について記載いただきたい。 

 

問９ 様式１の「入院医療の継続の有無」について、入院医療を継続しない

（廃止する）旨を記載する際は、具体的にどれくらいの期間内の廃止を想

定しているのか。 

答．提出時点において廃止することを予定している場合は記載いただきたい。

なお、期間は問わず、検討中である等、提出時点において予定されていない

場合においては「有」と回答いただきたい。 

 

問 10 様式１における「入院医療の継続の有無」の項目について、「一部入

院医療を中止する診療科」がある場合はどのように記載するのか。 

答．様式１の入院医療の継続の有無については、該当医療機関において入院医

療が完全に中止する場合に「無」と回答いただきたい。 

 

問 11 様式１の「削減予定病床数」については、休床も含めた削減病床数を

記載すればよいか。また、削減予定の病床のうち、休床している病床数に

ついて把握する必要はないか。 

答．認識のとおり。 

 



「地域医療構想の取組の推進に向けた調査について」 

調査票の記載要領 

 

＜調査票の配布対象の医療機関＞ 

 令和７年８月１日現在、一般病床、療養病床及び精神病床を有する全ての医療機関 

 

＜調査票の回答対象の医療機関＞ 

 以下の１～３のいずれかに該当する医療機関は、「【様式１】医療機関の基本的情報」

と併せて該当する様式の回答をお願いします。 

１．令和９年３月末までに病床削減を予定している一般病床、療養病床及び精神病

床を有する医療機関（「【様式２】病床の運用状況」に該当する医療機関） 

  

２．令和９年３月末までに病棟全体で看護配置の変更を伴う入院料の転換を予定し

ている一般病床、療養病床及び精神病床を有する医療機関（「【様式３】機能転換

状況」に該当する医療機関） 

 

３．令和９年３月末までに他医療機関との再編等の予定がある一般病床、療養病床

及び精神病床を有する医療機関（「【様式４】再編等の状況」に該当する医療機関） 

 

【様式１】医療機関の基本的情報 

 

〔C 列〕医療機関の名称：令和７年８月１日時点の正式名称を記載してください。 

 

〔D 列〕令和６年度病床機能報告における病床・外来管理番号：令和６年度病床機能

報告における病床・外来管理番号を記載してください。なお、精神病床のみを有

する医療機関で病床・外来管理番号がない場合は「－」を記載してください。 

 

〔E 列〕病院・診療所の別：「病院」又は「診療所」を選択してください。 

 

〔F 列〕設置主体：該当する番号を選択してください。 

１_厚生労働省 ２_独）国立病院機構 ３_国立大学法人 

４_独）労働者健康安全機構 ５_国立高度専門医療研究センター 

６_独）地域医療機能推進機構 ７_その他（国）８_都道府県 

９_市町村 10_地方独立行政法人 11_日赤 12_済生会 

13_北海道社会事業協会 14_厚生連 15_国民健康保険団体連合会 

16_健康保険組合及びその連合会 17_共済組合及びその連合会 



 18_国民健康保険組合 19_公益法人 20_医療法人（持ち分あり） 

 21_医療法人（持ち分なし） 22_私立学校法人 23_社会福祉法人 

 24_医療生協 25_会社 26_その他法人 27_個人 

 

〔G 列〕構想区域名：「○○構想区域」の○○の部分を記載してください。なお、精神

病床のみを有する医療機関は二次医療圏名を記載してください。 

 

〔H 列～J 列〕令和４年度～令和６年度赤字額：各年度の経常収支が赤字の医療機関

は赤字額（千円単位）をマイナスで記載してください。黒字の場合は記載しない

ようにしてください。 

 

〔K 列〕病床数適正化支援事業の申請等の状況（申請の有無）：補助金の交付の有無に

かかわらず病床数適正化支援事業の申請（事業計画の提出）の有無を選択してく

ださい。 

 

〔L 列〕病床数適正化支援事業の申請等の状況（申請病床数）：〔K 列〕で「有」を選択

した場合、申請した病床数（事業計画に記載した病床数）を記載してください。 

 

〔M 列〕令和７年度における病床機能再編支援事業（確保基金Ⅰ-２）の申請等の状況

（申請の有無）：令和７年度に病床機能再編支援事業（確保基金Ⅰ-２）を活用し

て病床を削減する意向を都道府県に示している場合は「有」を、それ以外の場合

は「無」を選択してください。 

 

〔N 列〕令和７年度における病床機能再編支援事業（確保基金Ⅰ-２）の申請等の状況

（申請病床数）：〔M 列〕で「有」を選択した場合、申請した（予定）病床数を記

載してください。 

 

〔O 列〕在宅医療の提供状況：令和７年８月１日時点の在宅医療の提供状況について、

以下より該当する項目を選択してください。 

    ア_在宅療養支援診療所、在宅療養支援病院、在宅療養後方支援病院、在宅時

医学総合管理料の届出医療機関、施設入居時等医学総合管理料の届出医

療機関のいずれか 

イ_精神科在宅患者支援管理料の届出医療機関 

ウ_アとイのいずれも該当 

エ_ア～ウのいずれも該当なし 

 



〔P 列〕在宅医療の提供予定：今後の在宅医療の提供予定について、以下より該当す

る項目を選択してください。 

    ・新規 

    ・継続 

    ・機能・体制拡充 

 

〔Q 列〕入院医療の継続の有無：病床削減後の入院医療の継続（※１）の有無を選択

してください。 

（※１）病床削減により有床診療所から無床診療所となる場合や病床削減後の

病床の全てが休床（※２）になる場合などは「入院医療の継続」に該当し

ない。 

（※２）本調査における「休床」は、休棟中の病棟の病床をいう。 

 

〔R 列〕病床削減に伴い入院医療を中止する診療科：病床削減に伴い入院医療を中止

する診療科がある場合、該当する診療科を以下のいずれかから選択してください。

選択肢以外の診療科等を中止する場合は、〔S 列〕に自由記載してください。診療

中止する診療科がない場合は「空欄」としてください。 

内科・外科・精神科・アレルギー科・リウマチ科・小児科・皮膚科・泌尿器科 

産婦人科（産科）・産婦人科（婦人科）・眼科・耳鼻いんこう科 

リハビリテーション科・放射線科・病理診断科・臨床検査科・救急科 

 

〔S 列〕左記以外にある場合はこちらに記載してください。：病床削減に伴い入院医療

を中止する診療科について、〔R 列〕に記載の診療科以外の診療科がある場合、該

当する診療科を以下のいずれかから記載してください。複数該当する場合は、〔S

列〕にすべて記載してください。 

  以下に掲げた診療科以外の診療科等を中止する場合は、自由記載してください。 

内科・外科・精神科・アレルギー科・リウマチ科・小児科・皮膚科・泌尿器科 

産婦人科（産科）・産婦人科（婦人科）・眼科・耳鼻いんこう科 

リハビリテーション科・放射線科・病理診断科・臨床検査科・救急科 

 

〔T 列〕病床稼働率：医療機関全体の病床稼働率を記載してください。算出にあたっ

ては令和７年４月～６月の「（在院延べ患者数＋退院患者数）／（病院または診療

所全体の病床数（許可病床数）×３か月の日数）」としてください。 

 

〔U 列〕感染症協定締結の確保病床数（確保病床の有無）：令和７年８月１日時点の感

染症協定締結の確保病床の有無を選択してください。 



 

〔V 列〕感染症協定締結の確保病床数（確保病床数）：〔U 列〕で「有」を選択した場

合、その確保病床数を記載してください。 

 

〔W 列～Y 列〕許可病床数：令和７年８月１日時点の各病床種別の許可病床数を記載

してください。 

 

〔AA 列～AC 列〕削減予定病床数：令和７年８月１日から令和９年３月末までに各病

床種別の病床削減を予定している場合は、削減予定の病床数を記載してください。 

 

 

【様式２】病床の運用状況 

 

〔C 列〕医療機関の名称：令和７年８月１日時点の正式名称を記載してください。 

 

〔D 列〕令和６年度病床機能報告における病床・外来管理番号：令和６年度病床機能

報告における病床・外来管理番号を記載してください。なお、精神病床のみを有

する医療機関で病床・外来管理番号がない場合は「－」を記載してください。 

 

〔E 列・F 列〕算定する入院料（入院料）：令和９年３月末までに病床削減を予定して

いる場合、病床削減を予定しているもののみ記載（令和７年８月１日時点）して

ください。なお、届出している入院料が複数あり、それぞれ病床削減を予定して

いる場合には、１行ごとに分けて選択してください。休床の場合は「休床」を選

択し、〔F 列〕に休床前に算定していた入院料を選択してください。 

入院基本料に加えて特定入院料を届け出ている場合（例：ある病棟について、

急性期一般入院料１と地域包括ケア病棟入院料１を届け出ている場合）はそれぞ

れ分けて記載してください。 

１つの病棟において、管理料を届け出ている場合であって当該管理料以外の入

院料を算定する病床がある場合はそれぞれ分けて記載してください。 

 

〔G 列〕入院料ごとの病床稼働率：入院料ごとの病床稼働率を記載してください。算

出にあたっては令和７年４月～６月の「（在院延べ患者数＋退院患者数）／（病院

または診療所全体の病床数（算定する入院料の届出病床数）×３か月の日数）」と

してください。 

 

〔H 列〕休床について令和６年７月時点で再稼働の予定があったか否か：〔E 列〕で「休



床」を選択した場合、令和６年７月時点で再稼働の予定があったか否かの有無を

選択してください。令和６年７月以降、「休床」となった場合は「空欄」としてく

ださい。 

 

〔I 列〕当該医療機関が有する病床数：〔E 列〕で選択した入院料ごとに、届出してい

る病床数（令和７年８月１日時点）を記載してください。例えば、「急性期一般入

院料１」を算定する病棟が複数ある場合は、当該入院料を算定する合計病床数を

記載してください。 

 

〔J 列〕削減する病床（病床数）：調査票１「許可病床数」に記載の病床数から令和９

年３月末までに削減を予定している病床数を入院料ごとに記載してください。 

 

〔K 列〕削減する病床（令和７年度中の削減病床数）：〔J 列〕で記載した令和９年３

月末までに削減を予定している病床数のうち、令和７年度中の削減病床数を記載

してください。 

 

〔L 列〕削減する病床（令和８年度中に削減する場合は削減予定時期）：〔J 列〕で記

載した令和９年３月末までに削減を予定している病床数について、令和８年度中

に削減する場合は削減予定時期を記載してください。（例：2027/3/31） 

 

〔M 列〕病床削減に伴い入院医療を中止する診療科：病床削減に伴い入院医療を中止

する診療科がある場合、該当する診療科を以下のいずれかから選択してください。

選択肢以外の診療科等を中止する場合は、〔N 列〕に自由記載してください。診療

を中止する診療科がない場合は「空欄」としてください。 

   内科・外科,精神科・アレルギー科・リウマチ科・小児科・皮膚科・泌尿器科 

産婦人科（産科）・産婦人科（婦人科）・眼科・耳鼻いんこう科 

リハビリテーション科・放射線科・病理診断科・臨床検査科・救急科 

 

〔N 列〕左記以外にある場合はこちらに記載すること：病床削減に伴い入院医療を中

止する診療科ついて、〔M 列〕に記載の診療科以外の診療科がある場合、該当する

診療科を以下のいずれかから記載してください。複数該当する場合には、〔N 列〕

にすべて記載してください。以下に掲げた診療科以外の診療科等を中止する場合

は、自由記載してください。 

   内科・外科・精神科・アレルギー科・リウマチ科・小児科・皮膚科・泌尿器科 

産婦人科（産科）・産婦人科（婦人科）・眼科・耳鼻いんこう科 

リハビリテーション科・放射線科・病理診断科・臨床検査科・救急科 



 

 

【様式３】機能転換状況 

 

〔C 列〕医療機関の名称：令和７年８月１日時点の正式名称を記載してください。 

 

〔D 列〕令和６年度病床機能報告における病床・外来管理番号：令和６年度病床機能

報告における病床・外来管理番号を記載してください。なお、精神病床のみを有

する医療機関で病床・外来管理番号がない場合は「－」を記載してください。 

 

〔E 列〕算定する入院料：令和９年３月末までに病棟全体で看護配置の変更を伴う転

換（例えば、急性期一般入院料１（7：1）から地域包括ケア病棟入院料（13：1）

など）を予定している場合、病棟ごとに届出している入院料（令和７年８月１日

時点）を選択してください。 

１つの病棟において、管理料を届け出ている場合であって当該管理料以外の入

院料を算定する病床がある場合はそれぞれ分けて記載してください。 

 

〔F 列〕変更前（病床数）：令和９年３月末までに病棟全体で看護配置の変更を伴う転

換を予定している場合、変更前における病棟ごとに届出している入院料の病床数

（令和７年８月１日時点）を記載してください。 

 

〔G 列〕変更後（病床数）：令和９年３月末までに病棟全体で看護配置の変更を伴う転

換を予定している場合、変更後における病棟ごとに届出を予定している入院料の

病床数を記載してください。 

   複数病棟の病床を削減し、病棟統合を行い転換する場合は、先頭行にまとめて

記載してください（〔H 列～〔I 列〕も同様）。 

 

〔H 列〕変更後（算定する入院料）：令和９年３月末までに病棟全体で看護配置の変更

を伴う転換を予定している場合、変更後における病棟ごとに届出を予定している

入院料を記載してください。 

   １つの病棟において、管理料を届け出ている場合であって当該管理料以外の入

院料を算定する病床がある場合はそれぞれ分けて記載してください。 

 

〔I 列〕変更時期：令和９年３月末までに病棟全体で看護配置の変更を伴う転換を予

定している場合、変更予定時期を記載してください。（例：2026/3/1） 

 



〔J 列〕病床削減に伴い入院医療を中止する診療科：令和９年３月末までに病棟全体

で看護配置の変更を伴う転換を予定している場合、該当する診療科を以下のいず

れかから選択してください。選択肢以外の診療科等を中止する場合は、〔K 列〕に

自由記載してください。診療を中止する診療科がない場合は「空欄」としてくだ

さい。 

   内科・外科・精神科・アレルギー科・リウマチ科・小児科・皮膚科・泌尿器科 

産婦人科（産科）・産婦人科（婦人科）・眼科・耳鼻いんこう科 

リハビリテーション科・放射線科・病理診断科・臨床検査科・救急科 

 

〔K 列〕左記以外にある場合はこちらに記載すること：病棟全体で看護配置の変更を

伴う転換に伴い入院医療を中止する診療科について、〔J 列〕に記載の診療科以外

の診療科がある場合、該当する診療科を以下のいずれかから記載してください。

複数該当する場合には、〔K 列〕にすべて記載してください。以下に掲げた診療科

以外の診療科等を中止する場合は、自由記載してください。 

   内科・外科・精神科・アレルギー科・リウマチ科・小児科・皮膚科・泌尿器科 

産婦人科（産科）・産婦人科（婦人科）・眼科・耳鼻いんこう科 

リハビリテーション科・放射線科・病理診断科・臨床検査科・救急科 

 

【様式４】再編等の状況 

 

〔C 列〕医療機関の名称：令和７年８月１日時点の正式名称を記載してください。 

 

〔D 列〕令和６年度病床機能報告における病床・外来管理番号：令和６年度病床機能

報告における病床・外来管理番号を記載してください。なお、精神病床のみを有

する医療機関で病床・外来管理番号がない場合は「－」を記載してください。 

 

〔E 列〕他医療機関との再編等の状況（再編の時期）：令和９年３月末までに他医療機

関との再編等の予定がある場合、再編等の予定時期を記載してください。（例：

2026/3/1） 

 

〔F 列〕他医療機関との再編等の状況（具体的な再編計画）：令和９年３月末までに他

医療機関との再編等の予定がある場合、具体的な再編計画を記載してください。 

   地域医療連携推進法人による再編等の場合はその旨を含めて記載してくださ

い。 

 

〔G 列〕入院医療を中止する診療科：再編等に伴い入院医療を中止する診療科がある



場合、該当する診療科を以下のいずれかから選択してください。選択肢以外の診

療科等を中止する場合は、〔H 列〕に自由記載してください。診療を中止する診療

科がない場合は「空欄」としてください。 

   内科・外科・精神科・アレルギー科・リウマチ科・小児科・皮膚科・泌尿器科 

産婦人科（産科）・産婦人科（婦人科）・眼科・耳鼻いんこう科 

リハビリテーション科・放射線科・病理診断科・臨床検査科・救急科 

 

〔H 列〕左記以外にある場合はこちらに記載すること：再編等に伴い入院医療を中止

する診療科ついて、〔M 列〕に記載の診療科以外の診療科がある場合、該当する診

療科を以下のいずれかから記載してください。複数該当する場合には、〔H 列〕に

すべて記載してください。以下に掲げた診療科以外の診療科等を中止する場合は、

自由記載してください。 

   内科・外科・精神科・アレルギー科・リウマチ科・小児科・皮膚科・泌尿器科 

産婦人科（産科）・産婦人科（婦人科）・眼科・耳鼻いんこう科 

リハビリテーション科・放射線科・病理診断科・臨床検査科・救急科 

 



日医発第 811 号（地域） 

令和７年８月 18 日 

 

都道府県医師会 

担当理事 殿 

 

公益社団法人日本医師会    

常任理事 今 村 英 仁 

（公 印 省 略） 

 

 

厚生労働省による地域医療構想の取組の推進に向けた調査について 

 

時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

さて今般、厚生労働省医政局地域医療計画課より各都道府県衛生主管部（局）宛に標記の

調査について協力依頼がなされております。 

同調査は、2040 年頃を見据えた新たな地域医療構想の策定や取組の推進に向けて、医療

機関の連携・再編・集約化の取組状況等を把握することが目的とされており、「経済財政運

営と改革の基本方針 2025」の内容を踏まえ、許可病床数や医療措置協定の確保病床数、当

面の病床削減の予定等を定期的に把握する予定とのことであります。なお、各都道府県行政

から厚生労働省への回答期限は、９月１６日とされております。 

併せて、本調査の回答については、必要に応じて今後の予算要求等にも活用する可能性が

あり、また、その交付の前提となる可能性もあり、こうしたことを踏まえて調査への協力を

得るよう管内の医療機関にお願いすることについて要請がなされております。 

 つきましては、貴会におかれましても、本件についてご了知の上、貴会管下の関係医療機

関等への周知とともに、病床の削減、病棟の機能転換や他の医療機関との再編等の予定など

がある場合は調査への回答をご検討いただくよう、また都道府県行政との協議 ・連携につき

ご高配を賜りますようお願い申し上げます。 

追って、本調査につきご不明の点がありましたら、本会事務局地域医療課までお問い合わ

せください。 

 

nakayama
テキストボックス
　参考：日本医師会からの文書



事 務 連 絡 

令和７年８月14日 

 

各都道府県衛生主管部（局）御中 

 

 

厚生労働省医政局地域医療計画課 

 

 

 

地域医療構想の取組の推進に向けた調査について 

 

 

平素より医療行政につきまして、格別の御配慮をいただき感謝申し上げます。 

2040年頃を見据えた新たな地域医療構想の策定や取組の推進に向けて、医療

機関の連携・再編・集約化の取組状況等を把握するため、別紙により調査（以下

「本調査」という。）を実施することといたしましたので、ご回答いただけます

ようお願いいたします。 

本調査においては、「経済財政運営と改革の基本方針2025」（令和７年６月13日

閣議決定）（参考）の内容を踏まえ、許可病床数や医療措置協定の確保病床数、

当面の病床削減の予定等を定期的に把握する予定としております。 

なお、本調査の回答については、必要に応じて今後の予算要求等にも活用する

可能性があり、また、その交付の前提となる可能性もありますので、こうしたこ

とを踏まえて調査にご協力いただくよう、管内の医療機関への調査等をお願い

いたします。 

記 

 

１ 回答方法 

様式１～４（回答様式）に記載の上、メールにて御回答願います。 

 

２ 回答期限 

令和７年９月16日（火） 

 

３ 回答先 

厚生労働省医政局地域医療計画課：iryo-keikaku@mhlw.go.jp 

 

 ４ その他 

報告いただく内容について、個別の医療機関の特定につながる情報の公表

は予定しておりませんので、あらかじめ申し添えます。 

 
 

【照会先】 
厚生労働省医政局地域医療計画課 
医師確保等地域医療対策室 
E-mail：iryo-keikaku@mhlw.go.jp 

 



（参考） 

 

「経済財政運営と改革の基本方針 2025」（令和７年６月 13日閣議決定）抜粋 

 

第３章 中長期的に持続可能な経済社会の実現 

２．主要分野ごとの重要課題と取組方針 

（１）全世代型社会保障の構築 
持続可能な社会保障制度のための改革を実行し、現役世代の保険料負担を含む国民負担 の軽

減を実現するため、ＯＴＣ類似薬の保険給付の在り方の見直しや、地域フォーミュラリの全国

展開、新たな地域医療構想に向けた病床削減（※）、医療ＤＸを通じた効率的で 質の高い医療の

実現、現役世代に負担が偏りがちな構造の見直しによる応能負担の徹底、がんを含む生活習慣

病の重症化予防とデータヘルスの推進などの改革について、引き続き行われる社会保障改革に

関する議論の状況も踏まえ、2025 年末までの予算編成過程で十分な検討を行い、早期に実現が

可能なものについて、2026 年度から実行する。 
 

（※）人口減少等により不要となると推定される一般病床・療養病床・精神病床といった病床について、

地域の実情を踏まえた 調査を行った上で、２年後の新たな地域医療構想に向けて、不可逆的な措置

を講じつつ、調査を踏まえて次の地域医療構想までに削減を図る。 
 
（中長期的な医療提供体制の確保等） 

2040 年頃を見据え、医療・介護の複合ニーズを抱える 85 歳以上人口の増大や現役世代の減

少に対応できるよう、コロナ後の受診行動の変化も踏まえ、質が高く効率的な医療提供体制を

全国で確保する。このため、医療需要の変化を踏まえた病床数の適正化を進めつつ、かかりつ

け医機能の発揮される制度整備、医療の機能分化・連携や医療・介護連携、救急医療体制の確

保、必要な資機材の更新を含むドクターヘリの安全かつ持続可能な運航体制の確保、大学病

院・中核病院に対する支援を通じた医師派遣の充実、臨床実習に専念できる環境の整備、適切

なオンライン診療の推進、減少傾向にある外科医師の支援、都道府県のガバナンス強化等を進

める。 
地域医療構想については、地域での協議を円滑に進めるため、医療機関機能・病床機能の明

確化、国・都道府県・市町村の役割分担など、2025 年度中に国がガイドラインを策定し、各都

道府県での 2026 年度以降の新たな地域医療構想の策定を支援する。 


